





























サー』2011 年 7 月号）、「ミャンマーが熱い：浮上するアジア最後の“秘境”」（『日経ビジネス』2012 年
1 月 23 日）､「新興メコンの実力　本格始動するアジアのニューフロンティア」（『ジェトロセンサー』
2012 年 3 月号）、「中国の次のアジア」（『日経ビジネス』2012 年 6 月 4 日）､「民主化で脚光浴びるミ
ャンマー」（『週刊 東洋経済』2012 年 9 月 15 日）、「ミャンマーを読み解く 12 要素 経済制裁解除、成
長へ」（『日経ビジネス』2012 年 10 月 22 日）､「過熱するミャンマー進出ブーム　インフラ課題も親
日度はアジア随一」（『エコノミスト』毎日新聞社､2012 年 10 月 23 日号）､「ミャンマー　製造メー
カーの進出に遅れ」（『ジェトロセンサー』2013 年 2 月号）、「検証　ミャンマーブーム」（『ウエッジ』
2013 年 7 月）､「対ミャンマー・ビジネスが本格始動」（『ジェトロセンサー』2013 年 10 月号）、
「ASEAN･南西アジアのビジネス環境 ミャンマー ブーム下でも多くの課題が」（『ジェトロセンサー』









にアンケートとヒアリングで行った。ミャンマーの現地企業は 2014 年 11 月、
日系企業は 2013 年 11 月、中国系企業および韓国系企業は 2015 年 2 月（以下、
日系企業は日系、中国系企業は中国系、韓国系企業は韓国系と略す）、アンケート用紙
を送付し、ミャンマー企業 21 社、日系 12 社、中国系 4 社、韓国系 5 社から回
答を得た｡
また、ヒアリング調査はアンケートに回答した企業から日系 6 社２）、現地企業


















２）鈴木岩行「ミャンマーにおける日系企業のコア人材育成」『和光経済』第 47 巻第２号、2014 年






















卸売・小売業（ともに 16.7％）であり、製造業が全体の 41.7％で、5 割以下で
ある。
⑤企業形態は単独出資が過半数を占めている（58.3％）。
⑥進出目的は 1 位が現地市場、2 位が安価な労働力、3 位が情報収集である。
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                                                    ミャンマー       日系                中国系             韓国系
1､消費関連製造業                                  23.8                16.7                  0.0                60.0
2､素材関連製造業                                    4.8                  0.0                  0.0                  0.0
3､機械関連製造業                                   0.0                25.0                  0.0                  0.0
4､卸売・小売業                                       4.8                16.7                25.0                20.0
5､金融・保険業                                       4.8                  8.3                  0.0                  0.0
6､建設・不動産業                                    4.8                  8.3                  0.0                  0.0
7､情報・メディア業                                 0.0                  8.3                  0.0                  0.0
8､サービス･ホテル･飲食店業                   47.8                  8.3                25.0                  0.0
9､運輸・通信業                                      0.0                  0.0                50.0                  0.0
10､資源･エネルギー関連業                         0.0                  0.0                  0.0                  0.0
11､その他                                               9.5                  8.3                  0.0                20.0
表１　本社の業種（％）
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                                                    ミャンマー       日系                中国系             韓国系
16年以上前                                            52.9                33.3                25.0                40.0
11～15年前                                            17.6                  8.3                50.0                20.0
6～10年前                                             11.8                  0.0                25.0                  0.0
5年以内                                                 17.6                58.3                  0.0                40.0
表3　現地（子）会社　設立年（％）
                     ミャンマー                                      日系                中国系             韓国系
国営企業                  4.8                   多数合弁                16.7                50.0                  0.0
株式会社                38.1                   少数合弁                  0.0                  0.0                  0.0
個人会社                38.1                   単独出資                58.3                50.0                 100
その他                   17.0                      その他                25.0                  0.0                  0.0
表4-1　現地（子）会社　企業形態（％）
                                                                         日系                中国系             韓国系
300人未満                                                                   41.6                25.0               100.0
300人以上                                                                   58.3                75.0                  0.0
表2　本社の規模（％）
                                                                         日系                中国系             韓国系
1､安価な労働力                                                           28.3                11.5                38.7
2､現地市場                                                                 30.0                53.8                  6.5
3､第三国への輸出                                                         8.3                15.4                32.3
4､逆輸入                                                                     3.3                  0.0                12.9
5､本社等関連企業との関係                                             3.2                  7.7                  3.2
6､法的・税制等の優遇措置                                             4.8                  0.0                  6.5
7､情報収集                                                                 21.7                11.5                  0.0
表4-2　進出目的（％）
１位を３点、２位を２点、３位を１点として合計点を計算し、各項目の合計点に占める割合を算出した
                                                    ミャンマー       日系                中国系             韓国系
300人未満                                             78.9                91.7                75.0                20.0
300人以上                                             21.1                  8.3                25.0                80.0
表5-1　現地（子）会社の従業員数（％）
                                                                         日系                中国系             韓国系
1､人件費総額の決定                                                     2.33                1.50                2.80
2､固定資産の購入･処分                                                1.91                1.25                2.80
3､生産販売量の決定                                                     2.44                2.00                2.60
4､利益処分・再投資                                                     1.67                1.04                2.60
5､貸付･借入･債務保証                                                  1.35                1.25                2.00
6､現地法人の役員人事                                                  1.44                1.75                2.20
7､新事業の企業化                                                        1.70                1.25                3.00










⑥進出目的は 1 位が現地市場、2 位が第三国への輸出、3 位が安価な労働力と
情報収集である。
4．韓国系企業　















①コア人材の充足度（表 6）（10％以上不足を−2 点、5％以上不足を−1 点、十分であ
るを 0 点、5％以上余剰を 1 点、10％以上余剰を 2 点として計算）
4 か国全てで「十分である」の 0 以下で不足傾向である。ミャンマー企業
（−1.06）、中国系（−1.00）、韓国系（−1.20）は相対的に不足感は弱いが、日系
企業（−1.83）はかなり不足感が強い。
②コア人材の採用方法（表 7）（選択肢 8、全くないを 0 点、あまりないを 1 点、ど






                                                    ミャンマー       日系                中国系             韓国系
1､ 新規学卒者定期採用                           2.00                0.70                1.25                0.50
2､ 新聞、求人雑誌等による採用               1.37                1.58                2.25                1.40
3､ 職業紹介機構を通じて採用                  1.19                1.36                1.50                1.40
4､ 他社からヘッドハント                        0.53                0.45                0.75                0.50
5､ 本社からの派遣・出向                        0.47                1.10                2.50                0.75
6､ 関連企業等からの出向・転籍               0.29                0.30                1.50                1.00
7､ 社員による紹介                                 2.21                1.82                2.00                2.00
8､ インターネットによる採用                  0.93                0.52                2.50                0.80
表7　現地コア人材の採用方法
全くないを０点、あまりないを１点、どちらかというと多いを２点、非常に多いを３点とし、回答企業の平均をとった。
                                                    ミャンマー       日系                中国系             韓国系
1､ 語学力                                             16.7                16.7                52.2                26.7
2､ 学歴（含資格､学位）                          21.4                  5.6                21.7                  6.7
3､ 社内での実績                                      8.7                  2.8                  0.0                  0.0
4､ 社内外の過去の実績                             5.6                  4.2                  0.0                  3.3
5､ 将来性                                               3.2                13.9                  0.0                  0.0
6､ 人柄                                                  1.6                13.9                  8.7                10.0
7､ リーダーシップ                                   5.6                16.7                  0.0                  3.3
8､ 実行力                                             11.9                15.3                  4.3                16.7
9､ 専門性                                             13.5                  6.9                13.0                10.0
10､ 問題解決力                                         7.9                  2.8                  0.0                23.3





                                                    ミャンマー       日系                中国系             韓国系
現地コア人材のの充足度                         -1.06               -1.83               -1.00               -1.20
表6　現地コア人材のの充足度
                                                    ミャンマー       日系                中国系             韓国系
1､ 現地（子）会社直属上司                       4.5                  0.0                  0.0                  0.0
2､ 現地（子）会社人事部門                       9.1                  0.0                  0.0                  0.0
3､ 現地（子）会社の特別委員会                 0.0                  0.0                  0.0                  0.0
4､ 現地（子）会社社長･役員                    81.8                83.3                75.0                 100








④コア人材を昇進させる職位（表 13）（選択肢 4、「全くない」を 0 点、「あまりない」







⑤コア人材育成の施策（表 11）（選択肢 4、「全く実施していない」を 0 点、「あまり










⑥コア人材選抜の要件（表 8）（選択肢 11、うち 3 つ回答、1 位を 3 点、2 位を 2 点、





マー企業との共通点は、日系企業は語学力 1 つ、韓国系も語学力 1 つであ
るが、中国系は順番は異なるがミャンマー企業と 3 つとも同じである。







                                                    ミャンマー       日系                中国系             韓国系
1､ 入社時                                               0.0                16.7                  0.0                20.0
2､ 入社後１年以内                                 38.1                16.7                25.0                40.0
3､ 入社後１～３年                                 42.9                25.0                50.0                20.0
4､ 入社後３～５年                                   0.0                16.7                25.0                20.0
5､ 入社後５年以上                                 19.0                25.0                  0.0                  0.0
表10　コア人材の対象者を最終的に決定する時期（％）
選択肢５、うち１つ回答。
                                                    ミャンマー       日系                中国系             韓国系
1､ 社外の研修機関（含大学）への派遣        1.47                1.00                1.75                0.80
2､ コア人材を意識した能力開発プログラム  1.93                1.33                2.00                0.80
3､ コア人材を意識したキャリア形成          2.22                1.36                2.25                0.80




職　　　種                                 ミャンマー       日系                中国系             韓国系
1､ 営業                                                2.47                2.36                2.67                2.40
2､ 総務・人事                                       2.07                2.18                1.67                2.00
3､ 財務・経理                                       2.33                2.36                2.67                2.20
4､ 開発・設計                                       1.85                2.11                1.67                1.60
5､ 生産・技術                                       2.19                2.40                1.67                2.20




昇進させる職位                           ミャンマー       日系                中国系             韓国系
1､（子）会社部長クラス                         1.47                2.10                1.00                1.80
2､（子）会社役員クラス                         1.00                1.70                0.75                1.20
3､（子）会社社長                                  0.64                0.60                1.00                0.80






















表 14 にみられるように、ミャンマー企業は、これまではパターン 1 の幅
広いキャリアが最も多く（42.1％）、次いでパターン 3 のスペシャリスト
（31.6％）、パターン 2 のプロフェッショナル（26.3％）であった。今後はパタ
ーン 3 のスペシャリストが大きく増加し（42.1％）、パターン 1 はやや減少し
（36.8％）、パターン 2 がやや減少する（21.1％）。日系企業のこれまでと今後




⑧コア人材を定着させるための施策（表 15）（選択肢 9、「全く有効でない」を 0 点、
「あまり有効でない」を 1 点、「どちらかというと有効である」を 2 点、「非常に有効
である」を 3 点とし、回答企業の平均をとった）
ミャンマー企業で上位 3 つを見ると、1 位表彰制度（2.35）、2 位給与・賞
与の反映幅の拡大（2.32）、3 位能力開発の機会の拡充（2.17）である。日系
は 1 位給与・賞与の反映幅の拡大、2 位能力開発の機会の拡充、3 位裁量権
の拡充、中国系は 1 位給与・賞与の反映幅の拡大、2 位報奨金・奨励金制度、
3 位表彰制度、韓国系は 1 位表彰制度、2 位給与・賞与の反映幅の拡大、3 位
社内公募制である。ミャンマー企業の上位との共通施策は、日系、中国系、
韓国系とも 2 つであるが、ミャンマー企業の 1 位の表彰制度が中国系、韓
国系では上位 3 位以内に入っているが、日系は下位の 7 位である｡
⑨コア人材制度という考え方の受け入れについて（表 17）（「全く受け入れられな
い」を 0 点、「あまり受け入れられない」を 1 点、「どちらかというと受け入れられ
る」を 2 点、「大いに受け入れられる」を 3 点とし、回答企業の平均をとった。）
コア人材という考え方について、ミャンマー企業はプラス評価が多く、マ
イナス評価が少ないため 2.43 と受け入れ度がかなり高い。日系は 1.83 で、
中国系（2.00）よりも低いが、韓国系（1.80）よりは少し高くなった。
2．コア人材育成に関する各国企業の対応
コア人材育成に関する各国の対応を 4 か国全体の状況と同様に、①充足度（表 6）、
②採用方法（表 7）、③決定時期（表 10）、④昇進させる職位（表 13）、⑤育成施策の








                                                    ミャンマー       日系                中国系             韓国系
今まで　　　パターン１                          42.1                33.3                  0.0                60.0
パターン２                          26.3                33.3                25.0                20.0
パターン３                          31.6                33.3                75.0                20.0
今後　　　　パターン１                          36.8                58.4                  0.0                40.0
パターン２                          21.1                33.3                  0.0                  0.0
パターン３                          42.1                  8.3                 100                60.0
表14　コア人材のキャリア形成のパターン（％）
定着施策                                   ミャンマー       日系                中国系             韓国系
1､ 給与等の反映幅の拡大                        2.32                2.58                2.75                2.40
2､ 昇進･昇格のスピード                          1.76                2.09                2.00                1.80
3､ 能力開発機会の拡充                           2.17                2.20                2.00                1.80
4､ 裁量権の拡大                                    2.00                2.20                1.75                1.80
5､ 報奨金･奨励金制度                             1.76                1.92                2.75                2.00
6､ ストックオプション制度                     1.00                0.44                0.67                0.67
7､ 社内公募制                                       1.07                0.70                1.50                2.33
8､ 表彰制度                                          2.35                1.64                2.25                2.75




プラス評価                                                            ミャンマー   日系        中国系     韓国系
1､ 世の中の変化に対応できるシステムである                         2.18         2.18         1.67         2.50
2､ 限られた資源を有効に活用するシステムである                   2.21         2.18         2.25         2.50
3､ 人材が流動化する中で有効な人材育成のシステムである         2.14         2.30         2.00         2.50
4､ ホワイトカラーの選抜に有効なシステムである                   1.91         2.11         2.25         2.25
5､ 能力があるものを魅きつけるシステムである                      2.14         2.10         2.50         2.50
マイナス評価                                                         ミャンマー   日系        中国系     韓国系
6､ 選抜のための基準作りや評価が難しい                               1.64         2.40         2.00         2.25
7､ コア人材として選抜されたものへの負担が大きい                1.31         1.70         1.75         1.50
8､ コア人材の育成に費用や時間がかかる                               1.62         2.75         2.50         2.25
9､ コア人材の要件を満たす人材が少ない                               1.82         2.91         2.00         2.50
10､ コア人材以外の社員のモチベーションが失われる                1.58         1.89         1.67         1.50





                                                    ミャンマー       日系                中国系             韓国系
コア人材制度の受け入れ度                       2.43                1.83                2.00                1.80
表17　コア人材制度の受け入れ度
③コア人材として入社から 3 年以内に 81.0％が決定され、決定されるのが早い。
④コア人材を昇進させる職位は、部長クラス（1.47）も役員クラス（1.00）、社
長（0.64）も比率が低い。













③コア人材を選抜するのを決定する時期は、入社後 3 年以内が 50％を超えて
いて、他のアジア諸国における日系企業より早いが、4 か国中最も遅い。
④コア人材を昇進させる職位は、子会社部長クラスが 2 点を超え、子会社役員














③コア人材選抜の決定時期は入社後 3 年以内に 75.0％が決定される。
④コア人材を昇進させる職位は、子会社部長クラスは低いが、社長は 4 か国の
中で最も高い。











②採用方法は社員による紹介が 2 点を超えているが、他に 1.5 点を超えている
ものもない｡
③コア人材選抜の決定時期は入社 3 年以内で 80％が決定される。
④コア人材を昇進させる職位は、子会社部長クラスと子会社役員クラスでは日
系より低いが、社長は上回る。
⑤コア人材の育成施策の実施は 1 点を超えるものはなく、4 か国企業の中で最
もコア人材育成策の実施率は低い。
⑥語学力、問題解決力、実行力等を重視して選抜している。












































































































○1992 年 6 月設立、製造業（食品、機械、原材
料など多数）、販売業（卸売・小売）
○本社（華人経営）従業員 10,000 人、調査先企































○2002 年 9 月設立
〇通信機器の製造・販売








































































んびり』ということに関しては、中国人の労働生産性を 100 とすると、ベトナム人が 80 で、ミャン
マー人は 60 との声が聞かれた」みずほ総合研究所『全解説ミャンマー経済』日本経済新聞出版社、





人材育成」『和光経済』第 37 巻第 3 号、2005 年。インドネシアとベトナムでの状況は黄八洙「イン
ドネシア韓国系企業における人材育成」、「ベトナム韓国系企業における人材育成」（鈴木岩行、谷内篤
博編著『インドネシアとベトナムにおける日系企業のコア人材育成』八千代出版、2010 年）。
